
和歌山県商工労働部企業政策局企業振興課

番号 質　問 回　答

1

４ 応募資格

応募資格に関しまして、日本国内法人およびタイ国内法人の取り
扱いについての記載が見受けられませんが、タイ法人名義での応
募は可能でございますでしょうか。

タイ法人名義での応募は可能です。その場合、付加価値税
（VAT）及び法人税に関する未納がないことの証明書及び当該
証明書に係る翻訳文書を提出してください。

2

８　業務の適正な実施に関する事項
（１）業務の一括再委託の禁止

タイ現地において代表者が同一の現地法人を有しており、当該現
地法人に所属する社員が主として業務を遂行する場合、当該業
務は「一括再委託」となりますでしょうか。

日本法人とタイ現地法人が資本関係のある親会社・子会社の
関係にある場合にあっては、そのタイ現地法人の社員が業務を
遂行しても一括再委託とみなしません。

3

２ 委託業務の内容等　（５）現地個別商談の実施

仕様書1ページ目、２委託業務内容、（５）現地個別商談の実施に
ついて、参加企業が5社の場合、それぞれが個別に現地企業を
訪問し、5つのグループに分かれて別行動を取るという理解で差し
支えないでしょうか。

ご認識の通りです。

4

５ 企画提案の手続き等　（２）提出書類

⑨及び⑩の納税に関する証明書の手配が企画提案書の提出期
限に間に合わない場合、選定委員会開催までの提出で認められ
ますでしょうか。

納税証明書については、手配が企画提案書の提出期限に間に
合わない場合は、選定委員会開催までの提出で認めます。

7

２ 委託業務の内容等　（１）参加企業の募集に関する情報提供

想定している県内の参加企業について「食品」は含まれておりま
すでしょうか。
また、「食品」以外の場合、どのような業種を想定されておりますで
しょうか。（「雑貨・ギフト・日用品・インテリアなど」のようなイメージ
でしょうか。）

想定している県内の参加企業については、「食品」を含んでおり
ます。また、その他の業種につきましては、雑貨、ギフト、日用
品、インテリア、一般機械関係等を想定しております。

「令和７年度和歌山県タイ王国ビジネスミッション」
業務委託公募型プロポーザルの実施に係る質問事項の回答


